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68,042,207

24年度

＜2,060,679＞

59,752,020

＜1,985,880＞

＜2,012,595＞

＜2,081,907＞

＜2,110,625＞

62,792,026

＜2,010,461＞

62,792,026

61,631,742
当 初 予 算 （ 千 円 ）

25年度

【政策ごとの予算額等】

＜2,110,625＞

政策評価調書（個別票1）

＜2,030,729＞

28年度概算要求額

53,521,772

27年度26年度

59,703,927

政策名

＜1,987,987＞

＜2,060,679＞

59,564,840

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること

政策目標の達成度合い

68,042,207

＜2,012,595＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

評価結果を踏まえ、施策目標の達成に向け、メリハリをつけた措置を講じるとともに、引き続き必要な経費を適切に要求してい
る。

評価方式 - 番号 Ⅳ－１－１

67,749,347

67,749,347

補 正 予 算 （ 千 円 ）

今年度はモニタリングのみのため、５段階
達成度合いは記載できない
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 都道府県労働局

● 2
労働保険特
別

雇用勘定

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

職業紹介事業等の実施に必要な経費

項

職業紹介事業等実施費

職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な
経費

小計

予算額

合計

公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を
確保すること

Ⅳ－１－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

27年度
当初予算額

41,015

59,662,912

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

事項

小計

59,703,927

の内数

59,703,927

1,891,250

139,479

＜2,030,729＞

28年度
概算要求額

35,025

61,596,717

61,631,742

＜2,030,729＞ の内数 ＜2,010,461＞ の内数

＜2,010,461＞ の内数

61,631,742

1,869,551

140,910
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政策評価結果の概算要求
への反映状況

評価結果を踏まえ、施策目標の達成に向け、メリハリをつけた措置を講じるとともに、引き続き必要な経費を適切に要求してい
る。

評価方式 - 番号 Ⅳ－２－１

264,706,671

264,706,671

補 正 予 算 （ 千 円 ）

-＜60,118＞
繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

-＜48,449＞

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること

政策目標の達成度合い

177,163,361

＜71,195,534＞

396,729

142,504,793

政策名

＜71,676,974＞

＜74,558,667＞

171,601,001

予
算
の
状
況

執行額（千円）

＜72,307,443＞

28年度概算要求額

64,193,752

27年度26年度

101,807,826
当 初 予 算 （ 千 円 ）

25年度

【政策ごとの予算額等】

＜76,427,859＞

政策評価調書（個別票1）

＜76,276,943＞

170,272,992

＜71,710,255＞

170,272,992

-＜150,916＞

177,560,090

24年度

＜74,607,116＞

109,091,338

＜70,845,557＞

＜71,135,416＞

＜75,710,843＞

今年度はモニタリングのみのため、５段階
達成度合いは記載できない
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険特
別

雇用勘定

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

＜71,710,255＞ の内数

＜71,710,255＞ の内数

101,807,826

67,652,306

2,047,488

1,869,551

140,910

＜72,307,443＞ の内数

1,891,250

28年度
概算要求額

101,807,826

101,807,826

139,479

の内数

142,504,793

67,997,816

2,278,898

＜72,307,443＞

142,504,793

27年度
当初予算額

142,504,793

独立行政法人高齢・障害・求職者支
援機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること Ⅳ－２－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構運営費交付金
に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者支
援機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構施設整備に必
要な経費

政策名

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な
経費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

地域及び中小企業等における雇用機会の創出等に必要な
経費

項

地域雇用機会創出等対策費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計



別紙（10－3）

337,553,057

24年度

＜74,607,116＞

150,000,000

284,887,251

＜70,845,557＞

＜71,135,416＞

＜75,710,843＞

＜76,276,943＞

185,602,537

＜71,710,255＞

185,327,147

-＜150,916＞

200,311,578
当 初 予 算 （ 千 円 ）

-275,390

25年度

【政策ごとの予算額等】

＜76,427,859＞

政策評価調書（個別票1）

＜72,307,443＞

28年度概算要求額

135,708,446

27年度26年度

161,167,182

200,185,119

政策名

＜71,676,974＞

＜74,558,667＞

386,433,875

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

-＜48,449＞

高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

政策目標の達成度合い

80,000,000

176,397,467

＜71,195,534＞

-11,592

-＜60,118＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

評価結果を踏まえ、施策目標の達成に向け、メリハリをつけた措置を講じるとともに、引き続き必要な経費を適切に要求してい
る。

評価方式 - 番号 Ⅳ－３－１

424,776,328

194,776,328

補 正 予 算 （ 千 円 ）

今年度はモニタリングのみのため、５段階
達成度合いは記載できない
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 都道府県労働局

● 4 復興特別 復興庁

● 5
労働保険特
別

雇用勘定

◆ 1

◆ 2

◆ 3

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

高年齢者等就業機会確保事業の実施等に必要な経費

項

高齢者等雇用安定・促進費

高年齢者就業機会確保事業等に必要な経費

小計

予算額

政策名

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な
経費

高齢者等雇用安定・促進費

8,670,251

22,900,000

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 160,202,611

合計

高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること Ⅳ－３－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

27年度
当初予算額

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

事項

小計

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費

独立行政法人高齢・障害・求職者支
援機構施設整備費

社会保障等復興政策費

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構施設整備に必
要な経費

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構運営費交付金
に必要な経費

200,185,119
小計

独立行政法人高齢・障害・求職者支
援機構運営費

139,479

の内数

200,185,119

67,997,816

2,278,898

＜72,307,443＞

28年度
概算要求額

8,198,302

11,069,925

172,873,715

200,311,578

67,652,306

＜72,307,443＞ の内数

1,891,250

140,910

＜71,710,255＞ の内数

＜71,710,255＞ の内数

200,311,578

2,047,488

1,869,551

531,851 534,787

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 7,880,406 7,634,849
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政策評価結果の概算要求
への反映状況

雇用保険制度については、現下の雇用失業情勢を踏まえ、施策目標を達成するため、引き続き必要な経費を適切に要求してい
る。

評価方式 実績 番号 Ⅳ－４－１

1,979,882,606

1,979,882,606

補 正 予 算 （ 千 円 ）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること

政策目標の達成度合い 目標達成

1,954,040,100

＜2,012,595＞

1,894,632,271

政策名

＜1,987,987＞

＜2,060,679＞

1,757,082,454

予
算
の
状
況

執行額（千円）

＜2,030,729＞

28年度概算要求額

1,614,734,691

27年度26年度

1,932,526,544
当 初 予 算 （ 千 円 ）

-1,545,413

25年度

【政策ごとの予算額等】

＜2,110,625＞

政策評価調書（個別票1）

＜2,110,625＞

1,944,419,815

＜2,010,461＞

1,942,874,4021,954,040,100

24年度

＜2,060,679＞

1,670,491,959

＜1,985,880＞

＜2,012,595＞

＜2,081,907＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険特
別

雇用勘定

● 2
労働保険特
別

雇用勘定

● 3

● 4

◆ 1 一般 厚生労働本省

◆ 2 一般 厚生労働本省

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

＜2,010,461＞ の内数

＜2,010,461＞ の内数

1,932,526,544

1,869,551

140,910

146,241,500

30,506,000

115,735,500

＜2,030,729＞ の内数

28,202,000

117,662,500

28年度
概算要求額

1,749,324,840

36,960,204

1,786,285,044

の内数

1,894,632,271

1,891,250

139,479

＜2,030,729＞

1,748,767,771

27年度
当初予算額

1,715,923,994

32,843,777

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ
と

Ⅳ－４－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

失業等給付費等労働保険特別会計へ
の繰入

失業等給付費等労働保険特別会計へ
の繰入

失業等給付費等の財源の労働保険特別会計雇用勘定への
繰入れに必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

育児休業給付金の財源の労働保険特別会計雇用勘定へ繰
入れに必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な
経費

政策名

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

145,864,500

失業等給付に必要な経費

項

失業等給付費

業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計
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政策評価結果の概算要求
への反映状況

評価結果を踏まえ、訓練の対象人員等の見直しにより、予算の縮減を図っており、施策目標の達成に向け、メリハリをつけた措
置を講じるとともに、引き続き必要な経費を適切に要求している。

評価方式 - 番号 Ⅳ－５－１

171,269,069

171,269,069

補 正 予 算 （ 千 円 ）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

政策目標の達成度合い

77,371,948

＜67,430,890＞

8,644,204

32,826,729

政策名

＜68,407,156＞

＜70,851,644＞

50,742,622

予
算
の
状
況

執行額（千円）

＜67,997,816＞

28年度概算要求額

35,961,145

27年度26年度

28,095,551
当 初 予 算 （ 千 円 ）

-127,238

25年度

【政策ごとの予算額等】

＜71,425,086＞

政策評価調書（個別票1）

＜71,425,086＞

60,729,027

＜67,652,306＞

60,601,78986,016,152

24年度

＜70,851,644＞

66,083,484

＜67,430,890＞

＜67,430,890＞

＜71,425,086＞

今年度はモニタリングのみのため、５段階
達成度合いは記載できない



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険特
別

雇用勘定

● 2

● 3

● 4

◆ 1 一般 厚生労働本省

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

＜67,652,306＞ の内数

＜67,652,306＞ の内数

28,095,551

67,652,306

5,468,143

5,468,143

＜67,997,816＞ の内数

6,475,682

28年度
概算要求額

22,627,408

22,627,408

の内数

32,826,729

67,997,816

＜67,997,816＞

26,351,047

27年度
当初予算額

26,351,047

独立行政法人高齢・障害・求職者支
援機構運営費

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること Ⅳ－５－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

就職支援法事業費労働保険特別会計
へ繰入

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構運営費交付金
に必要な経費

就職支援法事業費の財源の労働保険特別会計雇用勘定へ
繰入れに必要な経費

政策名

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

6,475,682

就職支援法事業に必要な経費

項

就職支援法事業費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計


